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１．はじめに
「農村集落とは――もともと自然発生的に農村
地域に存在する地域社会で，家と家とが地縁的・
血縁的に結びつき，各種の集団や社会関係を形成
してきた単位，そして社会生活の基礎的な単位で
ある．（注；農林業センサスより）」
近年，危機的状況に追い込まれている農村集落
は，数多く存在する１）．農村集落内の環境が大き
く変化する要因として，集落人口の過疎化・高齢
化や道路網の建設等が考えられるが，その他にも
地域固有の様々な要因が考えられ，一概に何がそ
の要因であるのかを言及するのは難しい状況では
あるが，そうした要因の一つとして都市的開発行
為の影響が考えられる．また，都市計画区域の設
定や道路網の整備により集落内の環境を大きく変
化させることも指摘されている２）．しかしながら，
一定程度の開発行為が行われた場合でも，集落の
活性化に貢献した開発，集落と開発がお互いの領
域に踏み込まず環境や形態を維持している開発，
開発行為が著しく進み集落形態を壊している開発
など様々な状況があると思われる．しかしながら，
開発行為の特徴と集落内の物理的環境の関連は未
整理であり，集落が持続し，これから可能性を見
出すためにはそうした関連性の整理が重要な課題
といえよう．
農村集落は多面的な機能（水源涵養・国土保
全・自然環境保全）や伝統的な技術・文化・価値
があり，農村集落の必要性に関する研究は，地域
計画・農村計画にも取り上げられていることから，
意義があるものといえる．そこで，本研究では，
農村集落と開発行為の双方の“共存”というテー
マを念頭に置き，長年集落形態の維持をなすため
の開発行為の特徴や要因を捉えることとし，農村
集落の持続可能性を見出すための基礎的な知見を
得ることを目的とする．
２．研究方法
本研究は農村集落状態を把握するために農林業
センサスデータ（１９７０年～２０００年）を用いた．実
際に分析したのは佐賀県内に存在する１６５４集落の
データであり，４０年間分（１０年おき）の変化過程
を算出した．また，１６５４集落の類型化を行い，開
発行為が進んだ集落から人口が著しく増加した集
落を選定した．さらに，開発面の変化を分析する
必要があるため，１９７０年から２０１０年まで（５年お
き）の物理的環境面を GISを用い地図へプロッ
トし，詳しい開発の特徴と傾向を導出した．また，
開発行為と農村集落の共存においては，「近年の
建築行為・新規住民と，既存住民が，互いの環境
を壊すことなく，集落環境を長年維持しているこ
と」を本研究における定義とし，その判断基準と
して農地・耕地面積の保全における特徴に着目し
た．これは，農林業による集落形成をなしてきた
農村集落独自の特徴であり，著しい開発行為のな
かで農業を維持する要因（開発行為と集落環境の
共存）を明らかにするためである．
３．佐賀県下の農業集落の変容１９７０～２０００年
３．１ 農林業センサスから見た佐賀県の集落タイ
プの把握
農村集落の変容を捉えるために農林業センサス
より表‐１に示す１１項目を抽出し分析を行った．
この１１項目を用い，主成分分析を１９７０年から２０００
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年の‘のべ’の集落に対し行った結果，固有値１
以上の成分が４つ得られた（表‐２）．さらに，集
落ごとの主成分分得点をもとに，集落の類型化を
行った．その結果，佐賀県における農業集落は概
ね４つのタイプに分類できることが明かとなった
（図‐１，表‐３）．
４タイプのそれぞれの特徴としては，まず，Type
１は反都市的環境における集落で，定住人口が一
定程度あり，農業従事度の基盤が確立されている
タイプである．
Type２は都市的環境における集落で，集落住民
の年齢構成に特徴があり，集落を構成する経済状
況に特徴があるタイプである．
Type３は都市的でも反都市的でもない集落であ
り，中高年齢者によって農業基盤が維持されてい
る集落であり，集落規模が大きいことが特徴であ
る．
Type４は都市的環境における集落で，中高年齢
者によって農業基盤が維持されている集落であり，
集落規模が大きいことが特徴である．
また，図‐２は年代別に各 Typeに属する集落数
を集計したものであるが，１９７０年時点では Type
１と Type３が大半を占めていることがわかる．
また，１９８０年時点では Type１が激減し，Type４
が増加している．さらにその後も Type１と Type
３は減少し続け，２０００年では最も少なくなってい
る．この結果，２０００年時点における佐賀県内の集
落環境は，相対的に都市的な環境に属するものが
増加したということが明らかとなった．
３．２ 佐賀県集落のパタン変化の地理的分布
次に，１９７０年から２０００年までの Typeの変化過
程から GISを用いて分布図として表した．変化
パタンは，反都市的環境へ移行パタン（図‐３），
都市的環境維持パタン（図‐４），都市的環境
移行パタン（図‐５）の３つである．全体的に，
都市的環境移行・維持パタンが大半を占めており，
佐賀県集落における都市化／維持傾向が顕著に表
れる結果となった．
表‐１ 農村集落の基礎データ
総戸数
総農家数
農家率
農家人口数
農家一戸あたり家族人数
農家人口平均年齢
高齢者人口（６５歳以上）
３０～５９歳の人口構成率
	農家一戸あたりの経営耕地面積

耕地借入農家率
非農家率
表‐２ 主成分分析結果
主成分 固有値 寄与率
（％）
累積
寄与率
（％）
１ 都市的環境における集落年齢
構成 － 人口・集落規模で
みる農業専従度 軸
３．１７７ ２８．９ ２８．９
２ 都市的環境においての戸数・
農家数でみる集落規模 －
集落経済基盤と集落内年齢構
成においての農業従事度 軸
２．５１９ ２２．９ ５１．８
３ 集落経済状況 － 中高年齢
者構成による農業従事度と集
落規模 軸
１．３４９ １２．３ ６４．０
４ 農家数・人口でみる集落規模
と集落内年齢構成軸 － 反
都市的環境における集落規模
と集落内年齢構成 軸
１．２６１ １１．５ ７５．５
表‐３ 農村集落の Type名
分類 Type名
Type１ 反都市的環境における集落
人口・集落規模でみる農業従事度基盤
Type２ 都市的環境における集落
集落内年齢構成と集落経済状況関連度基盤
Type３ 中間的環境集落
中高年齢者構成による農業従事度と集落規模基盤
Type４ 都市的環境における集落
中高年齢者構成による農業従事度と集落規模基盤
図‐１ Type別の集落の特徴
図‐２ Type別の集落数の経年変化
14 低平地研究 No.20 June 2011
３．３ 人口変動との関連性
図‐３，４，５より都市的な集落と反都市的な
集落の分布状況が明らかとなった．ここで，反都
市的な集落は集落区域外で開発が行われたと考え
られ，集落内と開発面の過程を分析することは難
しい．さらに開発行為の関連が薄いことから多く
の農地を保全している可能性が高いため分析の対
象外とする．都市的な集落では開発行為の関連が
大きく，集落内が都市化するに伴い，人口が増加
した可能性がある．そこで，人口変動との関連か
ら人口が著しく増加した集落を GISを用いて抽
出した．その分布図を図‐６に示す．
３．４ 集落選定における対象市町村
研究対象となる集落は，佐賀県の中心的な市街
地に影響を受けたと推察される，佐賀市・唐津
市・鳥栖市，さらに中心的都市に隣接する神埼
市・小城市を対象とした．さらに，図‐４，５，
６を合わせ，過去４０年間で開発行為が最も行われ
た集落を GISを用いて選定した．その結果，分
析対象集落として３０集落が抽出された（図‐７）．
図‐３ 反都市的環境へ移行パタンの分布図
図‐６ 人口が著しく増加した集落の分布図
図‐４ 都市的環境維持パタンの分布図
図‐７ 対象３０集落の分布図
図‐５ 都市的環境へ移行パタンの分布図
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４．物理的環境面（開発行為）の通時的分析
次に，対象３０集落の都市的開発による詳細な物
的環境変化を捉えるために，表‐４に示す建築物・
農業・自然における６項目について，１９７０年から
２０１０年までの各年次における各集落の状況を GIS
を用いデータベース化した．
３０集落の物理的開発環境の分析（５年度分）を
行った結果，物理的分析項目（表‐４）の通時的
分析により，４０年間で開発が進んだなかでも，
衰退傾向 発展傾向 維持傾向の３つの傾向
に分類できることが明らかとなった．さらに，対
象集落はある一定の開発時期に達した後，衰退・
維持・発展と３方向に分かれることが明らかと
なった．以下，衰退傾向，発展傾向，維持
傾向について，それぞれ代表的な例を示しその特
徴を考察する．
 衰退傾向の例
図‐８～１２は衰退傾向を見せた集落の代表例（集
落Ａ）である．集落Ａでは，１９７０年時，既に開発
行為が集落内で進んでおり，１９９０年からはサービ
ス業（商業系）及びサービス業（業務系）の
衰退が著しいことが読み取れる（図‐１３，１４）．ま
た，建築面積が２０００年以降減少していることが読
み取れる（表‐５）
表‐４ 物理的環境の分析項目
建築物 宅地／倉庫・公共施設・サービス施設・サービス
施設 ４項目
農業 農地／耕地面積
自然 オープンスペースや公園面積
水面 水路や河川，海
交通 道路網
建蔽率 グロス建蔽率・メッシュ建蔽率
図‐９ １９８０年（集落Ａ）
図‐８ １９７０年（集落Ａ）
図‐１０ １９９０年（集落Ａ）
図‐１１ ２０００年（集落Ａ）
図‐１２ ２０１０年（集落Ａ）
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 発展傾向の例
図‐１５～１９は発展傾向を見せた集落の代表例（集
落Ｂ）である．集落Ｂでは２０１０年現在においても
サービス業（商業系）及びサービス業（業務
系）の用途の宅地が増加しており建築活動の発展
が読み取れる（図‐２０，２１）．
また，建物件数及び建築面積が増加しており，
また建蔽率の増加も顕著であり，開発による建築
の高密度化が進んでいることが読み取れる（表‐６）．
表‐５ 集落内建物の通時的変化（集落Ａ）
年度 集落面積（） 建築面積（） 集落における
建物の割合（％）
一軒あたりの
平均建蔽率（％）
集落
Type
集落内
建物軒数
２０１０ ４５７４５２．０８ ８９６３２．６３ １９．５９％ ４４．０８ ７２３
２０００ ４５７４５２．０８ ９２００６．５１ ２０．１１％ ４４．６１ Type３ ７０３
１９９０ ４５７４５２．０８ ８７３６９．９９ １９．１０％ ４３．７１ Type２ ６５６
１９８０ ４５７４５２．０８ ８０４７９．４０ １７．５９％ ４４．０６ Type２ ６２１
１９７０ ４５７４５２．０８ ７２６９５．５５ １５．８９％ ４４．３ Type２ ５４７
図‐１４ サービス業（業務系）の通時的変化
図‐１３ サービス業（商業系）の通時的変化
図‐１５ １９７０年（集落Ｂ）
図‐１６ １９８０年（集落Ｂ） 図‐１７ １９９０年（集落Ｂ）
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 維持傾向
図‐２２～２６は維持傾向を見せた集落の代表例（集
落Ｃ）である．集落Ｃでは，サービス業（商業
系）及びサービス業（業務系）の用途の宅地が
一定程度開発されたのち維持されていることが読
み取れる（図‐２７，２８）．また，建蔽率，建蔽面積
ともに一定程度維持されていることが読み取れる
（表‐７）．
また，対象３０集落の物理的環境をデータベース
化し地図上で開発のされ方を通時的に把握した結
果，以下に示す３パタンの開発のされ方が存在す
ることが明らかとなった．
表‐６ 集落内建物の通時的変化（集落Ｂ）
年度 集落面積（） 建築面積（） 集落における
建物の割合（％）
一軒あたりの
平均建蔽率（％）
集落
Type
集落内
建物軒数
２０１０ ３５３１７３４．２８ １０１０７１．００ ２．８６％ ３６．７９ ８３６
２０００ ３５３１７３４．２８ ８２３８９．７５ ２．３３％ ３６．８３ Type３ ８０７
１９９０ ３５３１７３４．２８ ７６８８１．３７ ２．１８％ ３６．４９ Type３ ７４２
１９８０ ３５３１７３４．２８ ５４０５７．２５ １．５３％ ３０．６３ Type２ ３８８
１９７０ ３５３１７３４．２８ ３６９５４．５２ １．０５％ ２９．８５ Type２ ３０５
図‐１８ ２０００年（集落Ｂ） 図‐１９ ２０１０年（集落Ａ）
図‐２０ サービス業（商業系）の通時的変化 図‐２１ サービス業（業務系）の通時的変化
図‐２２ １９７０年（集落Ｃ）
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表‐７ 集落内建物の通時的変化（集落Ｃ）
年度 集落面積（） 建築面積（） 集落における
建物の割合（％）
一軒あたりの
平均建蔽率（％）
集落
Type
集落内
建物軒数
２０１０ ６１１４００．２２ １２５３７２．８ ２０．５１％ ４３．００％ １２４３
２０００ ６１１４００．２２ １１６９３９．７ １９．１３％ ４２．１０％ Type１ １１２３
１９９０ ６１１４００．２２ １０７３３９．２ １７．５６％ ４３．７９％ Type２ ９５２
１９８０ ６１１４００．２２ １００１０９．４ １６．３７％ ４４．２５％ Type２ ８７６
１９７０ ６１１４００．２２ ６５４３７．８１ １０．７０％ ４４．７０％ Type２ ５６５
図‐２４ １９９０年（集落Ｃ）図‐２３ １９８０年（集落Ｃ）
図‐２５ ２０００年（集落Ｃ） 図‐２６ ２０１０年（集落Ｃ）
図‐２７ サービス業（商業系）の通時的変化 図‐２８ サービス業（業務系）の通時的変化
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図‐２９はＡ．拡大型で１９７０年次に存在する宅地
やサービス業を核として，年々開拓用地を拡大し
てく開発傾向である．
図‐３０はＢ．飛び地型で１９７０年次に存在する規
模が大きい建物群とは別の土地に，大規模な建物
群が建設される開発傾向である．
図‐３１はＣ．埋め立て型で１９７０年次に存在する
建物群と建物群の間にある土地を埋めるように開
拓が進む開発傾向である．
５．農地の保全と開発抑制要因の考察
１９７０年から２０１０年までの農地耕地が保全される
傾向として，既存住民により，管理・保全され
ていること，河川や水路があること（空間の分
離や地権者が変わる），道路網を造らない（住
民の活動区域を広げなかった），農地と大通り
からの距離が十分に保たれている（開発が及ばな
かった），区域分けがなされている（開発行為
を抑制），神社や寺がある（周辺環境は変化し
にくい），という以上の６項目が重なると農地／
耕地面積が保護されやすいことが明らかとなった．
６．まとめ
佐賀県内に存在する集落で特に開発行為が著し
くなされた３０集落は，近年衰退傾向・維持傾向・
発展傾向に分類することができる．さらに開発行
為が進むことにおいての集落への影響と特徴では
集落が都市化になるとき，オープンスペースや
農地耕地がまず初めに減少する．ある一部の建
物群が飛躍的に発展すると，相乗効果で人口が増
加する．しかし，その反面オープンスペースや農
地耕地，またはその他の建物群で衰退化が始まる．
集落の衰退傾向や開発が影響しているとされる
集落は，３０集落中１５集落であった．農業を維持
する要因としては６項目挙げられ，これは開発行
為が影響しない要因と考えられることから，集落
と開発行為が共存するための特徴であると考えら
れる．
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